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令和４年（受）第１２９３号 地位確認等請求事件 

令和５年７月２０日 第一小法廷判決 

 

            主     文 

１ 原判決中、被上告人らの基本給及び賞与に係る損害

賠償請求に関する上告人敗訴部分を破棄する。 

２ 前項の部分につき、本件を名古屋高等裁判所に差し

戻す。 

３ 上告人のその余の上告を却下する。 

４ 前項に関する上告費用は上告人の負担とする。 

            理     由 

上告代理人草野勝彦ほかの上告受理申立て理由について 

１ 本件は、上告人を定年退職した後に、上告人と期間の定めのある労働契約

（以下「有期労働契約」という。）を締結して勤務していた被上告人らが、上告人

と期間の定めのない労働契約（以下「無期労働契約」という。）を締結している労

働者との間における基本給、賞与等の相違は労働契約法（平成３０年法律第７１号

による改正前のもの。以下同じ。）２０条に違反するものであったと主張して、上

告人に対し、不法行為等に基づき、上記相違に係る差額について損害賠償等を求め

る事案である。 

２ 原審の確定した事実関係の概要は、次のとおりである。 

ア 上告人の就業規則等によれば、上告人と無期労働契約を締結して自動車教

習所の教習指導員の業務に従事していた者（以下「正職員」という。）の賃金は、

月給制であり、基本給、役付手当等で構成されていた。このうち、基本給は一律給

と功績給から成り、役付手当は主任以上の役職に就いている場合に支給するものと

されていた。また、正職員に対しては、夏季及び年末の年２回、賞与を支給するも

のとされ、その額は、基本給に所定の掛け率を乗じて得た額に１０段階の勤務評定
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分を加えた額とされていた。 

正職員は、役職に就き、昇進することが想定されており、その定年は６０歳であ

った。 

 イ 平成２５年以降の５年間における基本給の平均額は、管理職以外の正職員の

うち所定の資格の取得から１年以上勤務した者については、月額１４万円前後で推

移していた。上記平均額は、上記の者のうち勤続年数が１年以上５年未満のもの

（以下「勤続短期正職員」という。）については月額約１１万２０００円から約１

２万５０００円までの間で推移していたが、勤続年数に応じて増加する傾向にあ

り、勤続年数が３０年以上のものについては月額約１６万７０００円から約１８万

円までの間で推移していた。 

 また、平成２７年の年末から令和元年の夏季までの間における賞与の平均額は、

勤続短期正職員については、１回当たり約１７万４０００円から約１９万６０００

円までの間で推移していた。 

ア 上告人は、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律９条１項２号所定の継

続雇用制度を導入しており、定年退職する正職員のうち希望する者については、期

間を１年間とする有期労働契約を締結し、これを更新して、原則として６５歳まで

再雇用することとしていた。 

 イ 上告人は、上記アの有期労働契約に基づき勤務する者（以下「嘱託職員」と

いう。）の労働条件について、正職員に適用される就業規則等とは別に、嘱託規程

を設けていた。嘱託規程においては、嘱託職員の賃金体系は勤務形態によりその都

度決め、賃金額は経歴、年齢その他の実態を考慮して決める旨や、再雇用後は役職

に就かない旨等が定められていた。 

 また、上記アの有期労働契約においては、勤務成績等を考慮して「臨時に支払う

給与」（以下「嘱託職員一時金」という。）を支給することがある旨が定められて

いた。 

ア 被上告人Ｘ1 は、昭和５１年頃以降正職員として勤務し、主任の役職にあ
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った平成２５年７月１２日、退職金の支給を受けて定年退職した。被上告人Ｘ1

は、定年退職後再雇用され、同月１３日から同３０年７月９日までの間、嘱託職員

として教習指導員の業務に従事した。 

 被上告人Ｘ２は、昭和５５年以降正職員として勤務し、主任の役職にあった平成

２６年１０月６日、退職金の支給を受けて定年退職した。被上告人Ｘ２は、定年退

職後再雇用され、同月７日から令和元年９月３０日までの間、嘱託職員として教習

指導員の業務に従事した。 

 イ 被上告人Ｘ１の基本給は、定年退職時には月額１８万１６４０円であったと

ころ、再雇用後の１年間は月額８万１７３８円、その後は月額７万４６７７円であ

った。被上告人Ｘ２の基本給は、定年退職時には月額１６万７２５０円であったと

ころ、再雇用後の１年間は月額８万１７００円、その後は月額７万２７００円であ

った。 

 被上告人Ｘ１は、定年退職前の３年間において、１回当たり平均約２３万３００

０円の賞与の支給を受けていたところ、再雇用後、有期労働契約に基づき、正職員

に対する賞与の支給と同時期に嘱託職員一時金の支給を受けており、その額は、平

成２７年の年末以降、１回当たり８万１４２７円から１０万５８７７円までであっ

た。被上告人Ｘ２は、定年退職前の３年間において、１回当たり平均約２２万５０

００円の賞与の支給を受けていたところ、再雇用後、上記と同様に嘱託職員一時金

の支給を受けており、その額は、平成２７年の年末以降、１回当たり７万３１６４

円から１０万７５００円までであった。 

被上告人らは、再雇用後、厚生年金保険法及び雇用保険法に基づき、原判決別紙

１及び３の「厚生年金（報酬比例部分）」欄及び「高年齢雇用継続給付金」欄記載

のとおり、老齢厚生年金及び高年齢雇用継続基本給付金を受給した。 

 被上告人Ｘ１は、平成２７年２月２４日、上告人に対し、自身の嘱託職員と

しての賃金を含む労働条件の見直しを求める書面を送付し、同年７月１８日までの

間、この点に関し、上告人との間で書面によるやり取りを行った。 
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また、被上告人Ｘ１は、所属する労働組合の分会長として、平成２８年５月９

日、上告人に対し、嘱託職員と正職員との賃金の相違について回答を求める書面を

送付した。 

３ 原審は、上記事実関係の下において、要旨次のとおり判断し、被上告人らの

基本給及び賞与に係る損害賠償請求を一部認容すべきものとした。 

被上告人らについては、定年退職の前後を通じて、主任の役職を退任したことを

除き、業務の内容及び当該業務に伴う責任の程度並びに当該職務の内容及び配置の

変更の範囲に相違がなかったにもかかわらず、嘱託職員である被上告人らの基本給

及び嘱託職員一時金の額は、定年退職時の正職員としての基本給及び賞与の額を大

きく下回り、正職員の基本給に勤続年数に応じて増加する年功的性格があることか

ら金額が抑制される傾向にある勤続短期正職員の基本給及び賞与の額をも下回って

いる。このような帰結は、労使自治が反映された結果でなく、労働者の生活保障の

観点からも看過し難いことなどに鑑みると、正職員と嘱託職員である被上告人らと

の間における労働条件の相違のうち、被上告人らの基本給が被上告人らの定年退職

時の基本給の額の６０％を下回る部分、及び被上告人らの嘱託職員一時金が被上告

人らの定年退職時の基本給の６０％に所定の掛け率を乗じて得た額を下回る部分

は、労働契約法２０条にいう不合理と認められるものに当たる。 

 ４ しかしながら、原審の上記判断は是認することができない。その理由は、次

のとおりである。 

 労働契約法２０条は、有期労働契約を締結している労働者と無期労働契約を

締結している労働者の労働条件の格差が問題となっていたこと等を踏まえ、有期労

働契約を締結している労働者の公正な処遇を図るため、その労働条件につき、期間

の定めがあることにより不合理なものとすることを禁止したものであり、両者の間

の労働条件の相違が基本給や賞与の支給に係るものであったとしても、それが同条

にいう不合理と認められるものに当たる場合はあり得るものと考えられる。もっと

も、その判断に当たっては、他の労働条件の相違と同様に、当該使用者における基
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本給及び賞与の性質やこれらを支給することとされた目的を踏まえて同条所定の諸

事情を考慮することにより、当該労働条件の相違が不合理と評価することができる

ものであるか否かを検討すべきものである（最高裁令和元年（受）第１１９０号、

第１１９１号同２年１０月１３日第三小法廷判決・民集７４巻７号１９０１頁参

照）。 

 以上を前提に、正職員と嘱託職員である被上告人らとの間で基本給の金額が

異なるという労働条件の相違について検討する。 

 ア 前記事実関係によれば、管理職以外の正職員のうち所定の資格の取得から１

年以上勤務した者の基本給の額について、勤続年数による差異が大きいとまではい

えないことからすると、正職員の基本給は、勤続年数に応じて額が定められる勤続

給としての性質のみを有するということはできず、職務の内容に応じて額が定めら

れる職務給としての性質をも有するものとみる余地がある。他方で、正職員につい

ては、長期雇用を前提として、役職に就き、昇進することが想定されていたとこ

ろ、一部の正職員には役付手当が別途支給されていたものの、その支給額は明らか

でないこと、正職員の基本給には功績給も含まれていることなどに照らすと、その

基本給は、職務遂行能力に応じて額が定められる職能給としての性質を有するもの

とみる余地もある。そして、前記事実関係からは、正職員に対して、上記のように

様々な性質を有する可能性がある基本給を支給することとされた目的を確定するこ

ともできない。 

また、前記事実関係によれば、嘱託職員は定年退職後再雇用された者であって、

役職に就くことが想定されていないことに加え、その基本給が正職員の基本給とは

異なる基準の下で支給され、被上告人らの嘱託職員としての基本給が勤続年数に応

じて増額されることもなかったこと等からすると、嘱託職員の基本給は、正職員の

基本給とは異なる性質や支給の目的を有するものとみるべきである。 

しかるに、原審は、正職員の基本給につき、一部の者の勤続年数に応じた金額の

推移から年功的性格を有するものであったとするにとどまり、他の性質の有無及び
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内容並びに支給の目的を検討せず、また、嘱託職員の基本給についても、その性質

及び支給の目的を何ら検討していない。 

イ また、労使交渉に関する事情を労働契約法２０条にいう「その他の事情」と

して考慮するに当たっては、労働条件に係る合意の有無や内容といった労使交渉の

結果のみならず、その具体的な経緯をも勘案すべきものと解される。 

前記事実関係によれば、上告人は、被上告人Ｘ１及びその所属する労働組合との

間で、嘱託職員としての賃金を含む労働条件の見直しについて労使交渉を行ってい

たところ、原審は、上記労使交渉につき、その結果に着目するにとどまり、上記見

直しの要求等に対する上告人の回答やこれに対する上記労働組合等の反応の有無及

び内容といった具体的な経緯を勘案していない。 

ウ 以上によれば、正職員と嘱託職員である被上告人らとの間で基本給の金額が

異なるという労働条件の相違について、各基本給の性質やこれを支給することとさ

れた目的を十分に踏まえることなく、また、労使交渉に関する事情を適切に考慮し

ないまま、その一部が労働契約法２０条にいう不合理と認められるものに当たると

した原審の判断には、同条の解釈適用を誤った違法がある。 

  次に、正職員と嘱託職員である被上告人らとの間で賞与と嘱託職員一時金の

金額が異なるという労働条件の相違について検討する。 

前記事実関係によれば、被上告人らに支給された嘱託職員一時金は、正職員の賞

与と異なる基準によってではあるが、同時期に支給されていたものであり、正職員

の賞与に代替するものと位置付けられていたということができるところ、原審は、

賞与及び嘱託職員一時金の性質及び支給の目的を何ら検討していない。 

また、上記 イのとおり、上告人は、被上告人Ｘ１の所属する労働組合等との間

で、嘱託職員としての労働条件の見直しについて労使交渉を行っていたが、原審

は、その結果に着目するにとどまり、その具体的な経緯を勘案していない。 

このように、上記相違について、賞与及び嘱託職員一時金の性質やこれらを支給

することとされた目的を踏まえることなく、また、労使交渉に関する事情を適切に
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考慮しないまま、その一部が労働契約法２０条にいう不合理と認められるものに当

たるとした原審の判断には、同条の解釈適用を誤った違法がある。 

５ 以上のとおり、原審の判断には、判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の

違反がある。論旨は上記の趣旨をいう限度で理由があり、原判決中、被上告人らの

基本給及び賞与に係る損害賠償請求に関する上告人敗訴部分は破棄を免れない。そ

して、被上告人らが主張する基本給及び賞与に係る労働条件の相違が労働契約法２

０条にいう不合理と認められるものに当たるか否か等について、更に審理を尽くさ

せるため、上記部分につき、本件を原審に差し戻すこととする。 

なお、上告人のその余の上告については、上告人が上告受理申立ての理由を記載

した書面を提出しないから、これを却下することとする。 

 よって、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり判決する。 

(裁判長裁判官 山口 厚 裁判官 深山卓也 裁判官 安浪亮介 裁判官   

岡 正晶 裁判官 堺  徹) 

 

 


